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電気通信市場で近年生じている環境変化 1

電気通信市場では、ＩＰ化、ブロードバンド化、モバイル化が進展

固定電話契約数は、１０年前の約３／４に

ＩＰ系ｻｰﾋﾞｽの売上高比率は、３年で12ﾎﾟｲﾝﾄ増
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固定ブロードバンド市場は、０８年１２月に

３０００万契約を突破

移動通信市場でも、ＡＤＳＬ並みのブロード

バンドを利用可能な端末が増加
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携帯電話の契約数は、１０年で約２倍

国民１人に約１台普及した生活必需品に

移動通信事業は、固定通信事業よりも、

売上高・営業利益に高い寄与度

６０％ ４０％

移動通信事業 固定通信事業

売上高

営業利益

ＮＴＴ：約74％、ＫＤＤＩ：約113％
ソフトバンク：約48％（固定：約18％）

☞移動通信事業の占める割合

【出典】平成２１年情報通信に関する現状報告（総務省）、平成２０年度通信・放送産業基本調査（総務省） 等

（０８年度ベース）
ＡＤＳＬ並みの高速通信が可能な端末の契約数の割合
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情報通信産業のレイヤー別市場規模と市場成長率 2

■コンテンツ・アプリケーションレイヤーや端末レイヤーの市場規模は、ネットワークレイヤーの市場規模を上回っている状況。

■また、最近３年間の市場成長率を見ると、ネットワークレイヤーや端末レイヤーは、ほぼ横ばい。これに対し、コンテンツ・アプリケーション

レイヤーは高い伸びを示しており、特にプラットフォームレイヤーは、５０％を超える伸びを示している。

レイヤー別市場規模
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メタル回線の時代から光ファイバ回線の時代へ 3

０８年６月、ＦＴＴＨとＤＳＬの契約が逆転。その後、その

差は拡大。ＦＴＴＨが、固定ブロードバンドの主役に

（万）

FTTH

DSL

モバイル分野でも、技術の進展により、固定ブロードバ

ンドと遜色のない高速通信が実現（予定）

３.５Ｇ
（０３年～）

３.９Ｇ
（２０１０年～）

■３.５世代移動通信システム

■ＡＤＳＬと同等の通信速度を実現

■３.９世代移動通信システム

■ＦＴＴＨと同等の通信速度を実現
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■日本や韓国は、ＦＴＴＨが半数を占める状況。

■これに対し、米国では、ＣＡＴＶのシェアが大きく、欧州では、ＤＳＬが主流の状況
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諸外国の固定ブロードバンド基盤の整備状況固定・移動ともに、ＦＴＴＨレベルの基盤に移行
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電気通信市場の環境変化と上位レイヤー市場の関係 4
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ＩＰ化、ブロードバンド化、モバイル化の進展により、動画等の配信が可能となり、上位レイヤー市場が生成・発展
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ビジネスモデルの多様化の進展（イメージ）
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■ＩＰ化、ブロードバンド化、モバイル化の進展により、電気通信市場においては、垂直統合型（上位レイヤーとのバンドルサービス等）や水平統合

型（固定通信と移動通信の融合型サービス（☞ＦＭＣサービス）等）の新たなビジネスモデルが登場し、多様化が進んでいる。

ＦＭＣ
サービス

コンテンツプロバイダ等

固定ブロードバンドサービス

（ＮＴＴ東西、ＫＤＤＩ等）

ISP・通信プラット
フォーム事業者

（ＮＥＣビッグローブ等）

（
日
本
通
信
等
）
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固定通信分野 移動通信分野

固定通信事業者

ＭＮＯ端末
MVNO
端末

ＭＮＯ
端末端末メーカー

モバイルブロードバンドサービス

ＭＮＯの例ＭＶＮＯの例スマートフォンの例

端末メーカー

ＭＶＮＯ：電波の割当を受けることなく、
移動通信事業者のネットワークを利用
してサービス提供を行う事業者



上位レイヤー事業における競争のグローバル化 6

グーグル
２.１兆円
（０.６兆円）

マイクロソフト
５.７兆円
（２兆円）

アマゾン
１.９兆円
（０.０８兆円）

アップル
３.６兆円
（０.８兆円）

サイバーエージェント
９３９億円
（４５億円）

楽天
０.２５兆円
（０.０５兆円）

ＤｅＮＡ
３７６億円
（１５８億円）グリー

１３９億円
（８３億円）

ミクシー
１２１億円
（３８億円）

各事業者の上段の数字は、売上高、
括弧内の数字は、営業利益

（２００８年度ベース）

■上位レイヤー事業においては、マイクロソフトなどの巨大な規模を有する米国企業が、グローバルな事業展開を行っている。

ドワンゴ
２６６億円
（４億円）

コンピューター
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（itunes store)
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（着メロ）

モバイルポータル事業

ＳＮＳ事業

ブログ事業、インター
ネット広告代理事業

ＳＮＳ事業

ヤフージャパン
０.３兆円

（０.１３兆円）

ウェブ検索
広告事業

※端末レイヤーの売上高等を含む
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世界の主要な電気通信事業者の売上高比較

■世界の主要通信事業者の売上高を比較すると、ＮＴＴグループは、米国のＡＴ＆Ｔに次いで、二番目の水準。

■モバイル化の進展により、売上高に占める移動通信の割合が大きくなっており、固定通信・移動通信を兼営している事業者１４社のうち、

９社は、移動通信の売上高が、固定通信の売上高を上回っている状況。
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（注１）それぞれ２００８年ベースのグループ業績（※は０９年３月期）
（注２）１ドル＝９８円等で換算（０９年３月３１日のレート）
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水色の枠内の事業者は、移動

通信の売上高が、固定通信の

売上高を上回っている者



欧州の電気通信事業者のグローバルな事業展開 8
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⇒テレフォニカグループ（Ｏ２ブランド）は、主に以下の国で事業展開 ⇒フランステレコムグループ（オレンジブランド）は、主に以下の国で
事業展開

⇒ドイツテレコムグループ（T-mobileブランド）は、主に以下の国で
事業展開

⇒ボーダフォングループは、主に以下の国で事業展開

※ 各社公表アニュアルレポートを基に作成

イギリス ドイツ

フランス

■欧州の電気通信事業者は、携帯電話事業を中心に、欧州内にとどまらず、北米・南米、アフリカ諸国などで積極的な事業展開を実施。
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日本の携帯電話事業者の海外展開状況

■パラグアイ

出資先：オラ・パラグアイ
（携帯シェア約6%）

出資比率：70％

■韓国
出資先：KT
出資比率：2.2％

■グアム、北マリアナ諸島

出資先：ドコモパシフィック
出資比率：100％

■フィリピン

出資先：PLDT
（PLDTの子会社スマート
の携帯シェア約53%）

出資比率：14％

■台湾
出資先：FET
出資比率：4.7％

■ＮＴＴドコモやＫＤＤＩは、アジア・南米で、主に携帯電話事業者に対する出資を実施（インド・グアムでは、ドコモブランドを使用）。

■モンゴル

出資先：モビコム
（携帯シェア約64%）

出資比率：30％

アジア 南米

■インド

出資先：ＴＴＳＬ
（携帯シェア約9%）

出資比率：26％

■バングラデッシュ

出資先：Axiata Bangladesh
（携帯シェア約18%）

出資比率：30％

9

（シェア：08年6月）

（シェア：08年6月）

（シェア：08年9月）

（シェア：08年8月）

（シェア：08年6月）

サービスブランド

コーポレートブランド

■香港

出資先：ハチソン
（携帯シェア約54%）

出資比率：24％
（シェア：08年6月）
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